
                

 

 

平成２９年度内閣府青年国際交流事業参加青年の募集について 
 
日本と世界各国の青年との交流を通して、相互理解と友好を深め、広い国際的視野とリー

ダーシップを身に付けた次代を担うにふさわしい青年を育成するため、内閣府が実施してい

る青年国際交流事業の参加青年を下記のとおり募集します。 

 

１ 募集事業 

（１）国際青年育成交流事業 

    （２）日本・韓国青年親善交流事業 

（３）東南アジア青年の船事業 

（４）次世代グローバルリーダー事業 

「シップ・フォー・ワールド・ユース・リーダーズ」 

（５）地域課題対応人材育成事業「地域コアリーダープログラム」 

 

２ 応募方法 

  参加申込書(※1)、作文等(※2)を県国際交流課あて郵送してください。 

 

  【郵送先】〒920-8580 石川県金沢市鞍月 1-1 

石川県観光戦略推進部国際交流課 

 

※1 各事業の概要、参加申込書など詳しくは、内閣府 HP（http://www.cao.go.jp/koryu/）をご覧くだ

さい。 

※2 提出書類は各事業によって若干異なりますので、内閣府 HP（上記 URL）をよくご覧の上、お申し込

みください。 

 

３ 募集期間  平成２９年２月１日（水）～３月１７日（金）（必着） 

 

４ 中間選考試験  県において、以下のとおり中間選考試験を行い、内閣府へ推薦する候

補者を決定します。 

 （１）日時及び場所 平成２９年３月２５日（土）１０：００～（予定） 

               石川県国際交流センター 研修室６、７ 

（金沢市本町１－５－３ リファーレ４階） 

 （２）選 考 方 法 面接試験及び英会話試験 

           (「日本・韓国青年親善交流事業」及び「地域課題対応人材

育成事業」は面接試験のみ) 

 （３）そ の 他 詳細については、県から応募者に別途通知します。 

 

５ 第２次選考試験  県から内閣府に推薦した候補者については、内閣府における書類選

考を経て、５～６月に東京で第２次選考試験を受け、本事業への参加

の可否が決定されます。 

 

６ 問い合わせ先  石川県観光戦略推進部国際交流課 

ＴＥＬ ０７６（２２５）１３８２（直通） 

EMAIL  e200500@pref.ishikawa.lg.jp 

資料提供 
平成２９年１月３１日 
国際交流課 交流協力Ｇ 

076-225-1382（内線：3977） 

http://www.cao.go.jp/koryu/


 

 

平成２９年度 内閣府青年国際交流事業の概要 

 

 

 

国際青年育成交流事業 

 平成５年の皇太子殿下の御成婚を記念して平成６年から開始した事業であり、３か国に日本青年を派遣し

ています。訪問国では、現地青年との社会事情に関するディスカッション、日本文化の紹介、施設訪問、ホー

ムステイなどを行います。また、帰国後は日本に招へいした外国青年と共に国際青年交流会議（合宿形式で

のディスカッション）に参加します。 

 

 

日本・韓国青年親善交流事業 

昭和５９年９月の日韓両国首脳会談における共同声明の趣旨を踏まえ、昭和６２年から開始した事業で、

両政府が共同で事業を実施しています。韓国に日本青年を派遣し、現地青年とのディスカッション、施設訪

問、ホームステイを行います。また、日本に招へいする韓国青年と「日韓青年親善交流のつどい」に参加する

機会があります。 

 

 

「東南アジア青年の船」事業 

昭和４９年１月のインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール及びタイと日本との共同声明に基づき

始められた事業で、ＡＳＥＡＮ１０か国の青年と船内や訪問国で共同生活をしながら、各種交流活動を行い、

国際協調の精神のかん養と国際協力における実践力の向上を図ります。テーマに基づくディスカッションをメ

インプログラムとし、各訪問国では、表敬訪問やホームステイ等も行います。 

 

 

次世代グローバルリーダー事業「シップ・フォー・ワールド・ユース・リーダーズ」 

世界各地から集まった外国青年と船内で共同生活をしながら、ディスカッションや文化交流等を通して、異

文化対応力やコミュニケーション力を高め、リーダーシップ等の向上を図ります。また、訪問国では、ディスカ

ッションのテーマに応じた施設訪問や現地青年との交流などを行います。 

 

 

地域課題対応人材育成事業「地域コアリーダープログラム」 

 高齢者関連、障害者関連、青少年関連分野の社会活動に携わる日本青年を３か国へ派遣し、各分野の

地域社会活動において中心的担い手となる人材を育成します。訪問国では、関係機関や施設等の訪問及

び意見交換、派遣分野の事情及び背景や社会活動に関する先進的な取組みを学ぶほか、ホームステイ等

による交流を行います。 


